
局 部 課

3 年度

9

10

-

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

堺市（令和４年７月１日開設）

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠
いじめ防止対策推進法・堺市いじめ問題再調査委員会条例

（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

Ⅰ．基本情報

有 取組 不登校、いじめの防止に向けた取組の強化

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②いじめへの対応強化と不登校児童生徒への支援

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

4.5

―

令和5年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和4年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 いじめ不登校対策支援事業 事業番号 014-139

担当部署名 子ども青少年 子ども青少年育成 いじめ不登校対策支援室

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (3) 多様性を尊重した教育の推進

ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット

―

― 目標値

令和 4

公民連携・協働事業 -

点検対象年度 令和 7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

いじめや不登校等の課題をかかえる児童や生徒を支援するために設置。

5

堺市在住の子ども及びその保護者
対象数 単位

-

回

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

学校や教育委員会とは別の相談窓口として第三者的な立場で相談を聴き、相談者に寄り添った対応を行う。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） -

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

相談対応 件

目標値 － 153 204 204

当該指標を選定した理由 現況月15件程度新規相談があるため。

目標値の設定根拠・算出方法 令和4年度　17件（月平均）×9ヶ月（令和4年7月1日開設）、令和5年度17件×12ヶ月

令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和7年度 

点検対象年度

実績値 － 130

達成率 ー 85%

令和3年度 令和4年度 令和5年度

堺市立小中高校生徒児童への周知

当該指標を選定した理由 生徒児童本人へ直接周知することにより、課題を抱える子ども本人が相談しやすくなるため。

目標値の設定根拠・算出方法 新学期や夏休み前の時期等相談件数が多かった時期としたため

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 － 1 3

実績値 －

ー 100%

1

達成率



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

0 0

150 150

0 0

1,500 1,500

いじめ不登校対策支援事業 事業番号 014-139

令和5年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
令和2年度 令和3年度 令和4年度

事務事業名

財

源

内

訳

国支出金

令和5年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

市債

決算

0 0 0 2,716

その他

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 0 0 20,000 22,716

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 2,716 6,766

人件費  （ｂ） 0 0 20,000 20,000 19,800

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

580

R4 決算 0 0

R5 予算 294 294 R5 予算

R4 決算 118 118

事業費

400

R5 予算 2,610 2,610 R5 予算 580

予算

役務費（通信運搬費。手数料・

筆耕翻訳料）

会計年度任用職員報酬
R4 決算 1,970 1,970

消耗品費
R4 決算

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

出張旅費
R4 決算 8 8

備品購入費
R4 決算

① 新規相談件数 件

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19

学校や教育委員会に相談しづらい方やどのように学校に相談すれば良いか悩んでおられる方からの相談があり、教育委員会と別の相談窓口を開設し

た効果がみられる。学校や教育委員会への相談を躊躇していた方が、いじめ不登校対策支援室への相談をきっかけに、学校や教育委員会との問題

解決に向けて話し合いを進めているケースもある。また、学校への行き渋りなどの予兆を感じた保護者からの相談もあり、子どもたちが抱える問題の早期

発見や早期対応、防止に向けた取組の強化に寄与していると考える。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

令和４年７月１日から、いじめや不登校などの課題を抱える児童生徒を支援するために当支援室を設置。

市施設や学校を通じて、いじめ不登校対策支援室相談窓口の案内チラシを配布。

教員OBも配置し、電話、電子申請システムやメールによる相談を行い、学校や教育委員会等の関係機関と連携して、早期対応、長期化の防止に

取り組んだ。

令和５年度は事業開始２年めとなり、相談窓口の案内チラシ配布等でさらに周知されることにより、費用対効果の向上が見込まれる。

119 119 R5

単位区　　分 令和3年度

R5 予算

R5 予算 10 10 R5
会計年度任用職員旅費

R4

決算 当初予算 決算

会計年度任用職員通勤費
R4 決算 220 220

訴訟及び調停委託料
R4 決算

会計年度任用職員期末手当

R5 予算 293 293 R5

当初予算

うち

一般財源

6,766

26,566

1,170 1,170

400

0 0

予算 40 40

予算

決算 0 0
自動車借上料

決算R4

令和4年度

130

22,716

174,739


